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 太陽光で暖められた地面が放出する熱(赤外線)を
｢温室効果ガス（水蒸気、二酸化炭素、メタン、代替フロンなど）」が吸収して大気を暖めている。
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地球温暖化のメカニズム



出典) EDMC／エネルギー・経済統計要覧2021年版
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より
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世界の二酸化炭素排出量（国別割合）

http://www.jccca.org/


出典) EDMC/エネルギー・経済統計要覧2021年版
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より
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主要国排出割合と国民一人当たりの比較

http://www.jccca.org/


二酸化炭素は最も温暖化への影響度が大きい！

温室効果ガス総排出量に占めるガス別内訳

7出典) IPCC第5次評価報告書より作成
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

http://www.jccca.org/


二酸化炭素は排出量の多さから

温暖化への影響が大きい！

（参考）温室効果ガス別の温暖化への影響度
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 年平均気温は100年あたり約2℃の割合で上昇し、⻑期的に統計上有意な上昇傾向が⾒られる。
 上昇傾向は最高気温に比べて最低気温で大きく、要因の一つとして地球温暖化に加えヒートアイ
ランド現象の影響も考えられる。

 季節ごとの平均気温も四季すべてで⻑期的に有意な上昇傾向が⾒られる。

出典︓京都地⽅気象台ＨＰ（https://www.jma-net.go.jp/kyoto/3_know/kikouhendou/doc/kyoto9_1.pdf）
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京都における気温の長期変動
（統計期間︓1881-2018年）



100年あたり
1.19℃の割

合で上昇

出典）気象庁「気候変動監視レポート2017」
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

日 本日 本世 界世 界
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世界及び日本における気温の長期変動

http://www.jccca.org/


＜注＞
 本グラフは1961〜1990年の平均値を0.0℃としたとき、過去の気温がどれくらい差があったかを示してたもの。
 太線は、温度計などの計測機器によってとられたデータで、細線は、複数の気候代替データ（年輪、珊瑚、氷床コアなど）を元に復

元した12の研究データと出典を表している。

出典）温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

（参考）北半球の気温推移（復元データ700〜2000年）
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https://www.jccca.org/
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 京都府では、近年、サワラ・サゴシの漁獲量が急増
→ 地球温暖化による海水温上昇が要因のみられる

 京都府漁港では、増加するサワラを京都府の新たな名物にしようと「京鰆」というブラ
ンドで売り出し

京都の新たな名物
として売り出し

出典）京都府地球温暖化課「気候変動に適応した魅⼒的な京都をつくる︕」
（https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/news/documents/170407_tekioupanf.pdf）

府内における温暖化の影響事例 ①鰆
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https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/news/documents/170407_tekioupanf.pdf


府内における温暖化の影響事例 ②万願寺とうがらし
 「ブランド京野菜」のひとつである万願寺とうがらしの変形果の増加が問題となっている

が、⾼温により花粉の発芽率が低下し、種子ができなかった部位が変形することが原
因とされている。

 ICT農業を活用し、各ハウス内の温度をスマートフォンで監視しながら換気作業が⾏
うことで変形果の発生を抑制する対策を講じている。

出典）気候変動適応情報プラットフォームホームページ
（https://adaptation-platform.nies.go.jp/db/measures/report_112.html）
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https://adaptation-platform.nies.go.jp/db/measures/report_112.html


府内における温暖化の影響事例 ③宇治茶
 近年、気候変動の影響で、宇治茶の摘採時期の判断が困難になり、適期収穫がで

きず、減収や品質低下を招いていた。
 そこで、宇治茶ブランド拡大協議会では、生産地13カ所に気象観測機を設置し、

2020年からは50mメッシュ気温マップから気温予測も⾏い、各茶園の摘採温度を
推計して、生育や摘採時期などを予測し、茶園ごとに気温などの推移が予測できる
ようになったことで、摘採時期が正確に割り出せるようになった。

出典）気候変動適応情報プラットフォームホームページ
（https://adaptation-platform.nies.go.jp/articles/case_study/vol24_kyoto.html）
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https://adaptation-platform.nies.go.jp/articles/case_study/vol24_kyoto.html


熱中症・
感染症

平成30年7月
埼玉県熊谷市で観測史上最高の41.1℃を記録
7/16-22の熱中症による救急搬送人員数は過去最多

水稲・果樹

・既に全国で、⽩未熟粒（デンプン
の蓄積が不⼗分なため、⽩く濁っ
て⾒える⽶粒）の発生など、⾼温
により品質が低下。

・果実肥大期の⾼温・多雨によ
り、果⽪と果⾁が分離し、品質
が低下。

図 うんしゅうみかんの浮⽪
（写真提供︓農林水産省）

⾼温による生育障害や
品質低下が発生

図 ヒトスジシマカ
（写真提供︓国⽴感染症研究所昆⾍医科学部）

図 水稲の「⽩未熟粒」(左)と
「正常粒」(右)の断面

（写真提供︓農林水産省）

異常気象・災害平成30年7月には、
⻄日本の広い範囲で記録的な豪⾬

（出典︓気候変動監視レポート2017(気象庁)）

【2018年7月23日の日最高気温】

（出典︓気象庁）

図 ニホンライチョウ
（写真提供︓環境省）

生態系
サンゴの⽩化

ニホンライチョウの生
息域減少

図 サンゴの⽩化
（写真提供︓環境省）

短時間強雨の観測回数は増加傾向が明瞭

デング熱の媒介生物
であるヒトスジシマカ

の分布北上

H30年の記録的猛暑及び⻄⽇本豪雨の事象は、そ
れぞれ地球温暖化による影響が生じていたことが科学
的に証明された。（気象研究所・東京大学等）

しろみじゅくりゅう
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既に起こりつつある/近い将来起こりうる影響
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「KYOTO地球環境の殿堂」表彰式での宣言の様子

第11回「KYOTO地球環境の殿堂」表彰式（於︓国⽴京都国際会館、R2.2.11）において、
⻄脇知事が「2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ」を⽬指し、

脱炭素社会の実現に向け、積極的に取組を進めていくことを宣言
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京都府：2050年温室効果ガス排出実質ゼロ宣言



「1.5℃を目指す京都アピール」発表の様子

IPCC第49回総会記念シンポジウム（於︓国⽴京都国際会館、R1.5.11）において、
⾨川市⻑が「2050年までのＣＯ２排出量実質ゼロを⽬指す覚悟」を表明，

環境大臣等の関係者とともに、「1.5℃を⽬指す京都アピール」を発表
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京都市：2050年ＣＯ２排出量実質ゼロを表明



（参考）2050年「ゼロ宣言」⾃治体

（令和３年７月６⽇時点）

府内８市町が表明済み

19



京都府地球温暖化対策条例及び京都府再生可能エネルギーの導⼊等の促進に関する条例の改正＜概要版＞
 気候変動の影響とみられる⾃然災害が頻発する中、京都府は「2050年に温室効果ガス排出量の実質ゼロ」を⽬指すことを宣言(2020年2月）
 気候変動にも適応した脱炭素社会の実現に向け、省エネの加速化、再エネ導⼊・利⽤促進の徹底、脱フロン化の推進及び適応策の強化等の所要の措置

 代替フロン※の排出量が増大していることから（2013→2017年で４
割増）、代替フロンの排出抑制を促進する

① 代替フロンの排出抑制等に係る届出制度等の創設 【温対条例】

フ
ロ
ン
対
策  冷媒用代替フロンを使用した機器の使用者に対して適切な管理を求める規定を創

設
 特定事業者に対して代替フロンの使用状況等の報告を求める届出制度を創設

① 再配達の削減に係る努⼒義務規定の創設 【温対条例】

そ
の
他

 事業者・府⺠に対して再配達の削減に努めることを求める規定を創設

② 気候変動への適応に係る地球温暖化対策の追加 【温対条例】
 府、事業者、府⺠等が気候変動への適応策に取り組むべき事項を明記
 情報提供、技術的助言等により取組を支援する地域気候変動適応センターの機能確保

施⾏日 再エネ導⼊義務の規定強化（★印）は令和４年４月１⽇
その他は令和３年４月１⽇

※ ハイドロフルオロカーボン（HFC）の略称

パリ協定による世界共通の⻑期目標
「平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より⼗分に低く保つとともに1.5℃以下に抑える」

温室効果ガス排出量実質ゼロ

温室効果ガス排出量40％以上削減（2013年度比）

2050年

2030年

2020年 目標達成に向けた取組強化・仕組みづくり
環境基本計画改定、温暖化対策条例・再エネ条例改正、実⾏計画改定

脱炭素で持続可能な社会に向けた⽬標設定

新
た
な
目
標
設
定
【
温
対
条
例
】

 事業活動に伴う温室効果ガスは、2030年度においても排出量に占める
割合が高いと試算されることから、さらなる取組を促進する

① 特定事業者※削減⽬標の引上げ 【温対条例】（指針で規定）

② 特定事業者の再エネ導⼊状況報告書制度の創設 【再エネ条例】

 計画書制度の評価基準となる目標削減率を引上げ
【運輸】１％→２％ 【産業】２％→４％ 【業務】３％→６％（いずれも３年間平均）

 特定事業者を対象に再エネ設備の導⼊等に係る報告・公表制度を創設

事
業
者
対
策

③ ⾃⽴型再エネ導⼊等計画認定制度の延⻑等 【再エネ条例】
 中⼩企業等による再エネ導⼊等の計画認定＋税制優遇制度の５年間延⻑
 上記認定基準への「地域活用要件」の追加

※ 府内における事業活動に係る年間（年度）のエネルギー使用量が原油換算数量で1,500キロリットル以上の事業者等、温室効果ガスの排出量が多い事
業者

 建築物は再エネ導⼊ポテンシャルが高く、また⻑期にわたり温室効果ガス
排出量に影響を及ぼすことから、⼀層の再エネ導⼊を促進する

① 再エネ導⼊義務の強化 【再エネ条例】 ★

② 設計者から建築主への説明義務創設 【再エネ条例】

 特定建築物（延床2,000㎡以上）に導⼊すべき再エネ設備の基準等の改正
 準特定建築物（延床300㎡以上2,000㎡未満）への再エネ設備導⼊義務規定の創設

 建築士の建築主に対する再エネ設備の導⼊等に係る情報の書面交付・説明の義務化
 特定建築物・準特定建築物に対する説明書面の写しの保存義務創設

③ その他改正事項 【温対条例／再エネ条例】
 特定建築物に対する再エネ、府内産木材の導⼊場所の拡大【温対条例・再エネ条例】
 除外規定（開放性の⾼い建築物、仮設建築物等）の創設【温対条例・再エネ条例】

建
築
物
対
策



（参考）住宅・建築物の排出量のインパクト

国交省「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり⽅検討会」第１回（令和３年４月１９⽇）資料５︓国⼟交通省説明資料抜粋
21

国内CO2排出量の34％

国の省エネ削減目標の13％
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23

建築物に関する改正概要

建 築 主 の 義 務

○ 特定建築物（延べ床面積２,０００㎡以上の新築・増築）

改正内容：実施しようとする排出量削減措置項目の追加
（追加項目） ・電気自動車等の充電設備の設置

・温室効果の低いフロン設備の導入
・宅配ボックスの設置など再配達の削減

改正内容：利用可能範囲の拡大
（建築物内 → 敷地内（塀など土地に定着する工作物））

改正内容：設置基準の引上げ（３万ＭＪ→６万ＭＪ～４５万ＭＪ）

建築物排出量削減計画書（ＣＡＳＢＥＥによる評価）の提出，表示

地域産木材の利用

再生可能エネルギー利用設備の設置

【施行済】

【令和４年４月施行】

【施行済】
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建築物に関する改正概要

改正なし（これまでどおり，建築確認の申請前に手続が必要です。）

○ 準特定建築物（延べ床面積３００㎡以上２,０００㎡未満の新築・増築）

○ 特定緑化建築物（敷地面積１,０００㎡以上の新築・改築）

改正内容：設置義務の対象に追加し，基準は３万ＭＪ
（適用除外）京都市域 ： 京都市建築審査課において要綱により

定める予定
京都市域外： 建築面積が１５０㎡未満の場合

又は，知事が別に定めるものの場合

建 築 主 の 義 務

再生可能エネルギー利用設備の設置 【令和４年４月施行】
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建築物に関する改正概要

○ 新築・増築（延べ床面積１０㎡未満を除く）

改正内容：建築主に対する再生可能エネルギー利用設備に関する説明
説明書面の保管（工事完了後３年間）

設計者（建築士）の義務

再生可能エネルギー利用設備の設置の促進 【施行済】
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建築物に関する改正概要

○ 再生可能エネルギー利用設備に係る改正（まとめ）
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再生可能エネルギー利用設備の設置基準

15,000
㎡建築物の規模（延べ面積）

2,000㎡

再
エ

ネ
導

入
義

務
量

300㎡

改正(令和4年4⽉施⾏)改正(令和4年4⽉施⾏)現 ⾏現 ⾏

2,000㎡ 5,000㎡

建築物の規模（延べ面積）

再
エ

ネ
導

入
義

務
量

一律３万MJ
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再生可能エネルギー利用設備の設置基準

建築物の規模（延床面積）

再
エ

ネ
導

入
義

務
量

15,000㎡2,000㎡300㎡

３万MJ

６万MJ

４５万MJ

③対象規模の拡大 300㎡～

準特定建築物

①最低基準の
引き上げ ３万MJ→６万MJ

特定建築物

④設置の
努力義務

上限を設ける ４５万MJ

②規模に応じた
義務量へ

令和４年４⽉〜
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再エネ導入に係る建築士の説明義務

○ 新築・増築（延べ床面積１０㎡未満を除く）

改正内容：建築主に対する再生可能エネルギー利用設備に関する説明
説明書面の保管（工事完了後３年間）

設計者（建築士）の義務

再生可能エネルギー利用設備の設置の促進 【施行済】

【補足】
・ 説明義務は，建築主から説明を要しない旨の意思の表明（書面）が

あった場合には適用されません。
・ 説明書面の保管義務は，京都市域外の３００㎡未満の建築物には適用

されません。

（再掲）
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再エネ導入に係る建築士の説明義務

〇 説明に当たっては，京都府及び京都市のホームページに掲載している手引きや，
説明資料等をご活用ください。

https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000172303.htmlhttps://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000172303.htmlhttp://www.pref.kyoto.jp/energy/architect-explanation.htmlhttp://www.pref.kyoto.jp/energy/architect-explanation.html

【京都府ホームページ】 【京都市ホームページ】

https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000172303.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000172303.html
http://www.pref.kyoto.jp/energy/architect-explanation.html
http://www.pref.kyoto.jp/energy/architect-explanation.html
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再エネ導入に係る建築士の説明義務

再エネ利用設備の導入・設置のお願い（リーフレット）説明義務制度の手引き



32

再エネ導入に係る建築士の説明義務

再エネ設備の導入・設置による環境負荷低減効果等の説明書
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再エネ導入に係る建築士の説明義務

〇 説明のフロー（手引きより）



（参考）再生可能エネルギー利用設備の
導入促進に係る京都府・京都市の施策
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再エネ導入促進に係る府市施策

京都０円ソーラープラットフォーム（京都府・京都市）

https://kyoto-pv-platform.jp/https://kyoto-pv-platform.jp/

〇初期費用ゼロで太陽光発電
設備を導入する新たなビジネ
スモデルである「０円ソーラー
」のサービスを多くの方にご利
用いただくため，京都府・京都
市が連携して，「０円ソーラー
」サービス事業者と施設を所
有する事業者や住宅所有者と
のマッチングを進めるための
プラットフォームを開設し，太
陽光発電設備の導入を支援
しています。

https://kyoto-pv-platform.jp/
https://kyoto-pv-platform.jp/
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再エネ導入促進に係る府市施策

スマート・エコハウス促進融資（京都府）

http://www.pref.kyoto.jp/energy/smart-eco-house.htmlhttp://www.pref.kyoto.jp/energy/smart-eco-house.html

〇エネルギー効率が高く、環境
への負荷が小さい次世代型
住宅（スマートハウス）の普及
を促進するため、住宅への太
陽光発電設備等の設置をご
支援するための融資です。

〇融資の概要
融資限度額： ３５０万円
利率 ： 年０．５％
融資期間 ： １０年以内

http://www.pref.kyoto.jp/energy/smart-eco-house.html
http://www.pref.kyoto.jp/energy/smart-eco-house.html
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再エネ導入促進に係る府市施策

みんなのおうちに太陽光・太陽光発電設備等共同購入（京都市）

〇「みんなのおうちに太陽光」
キャンペーンとして，太陽光パ
ネルの購入を希望される方を
広く公募し，需要をまとめるこ
とでスケールメリットを活かし
た価格低減を実現する「グル
ープ購入事業」を実施してい
ます。令和２年度は，本事業に
より，市場よりも約３割安い購
入価格を実現しました。

※今年度の参加登録は
７月２６日まで

https://group-buy.jp/solar/kyoto/homehttps://group-buy.jp/solar/kyoto/home

https://group-buy.jp/solar/kyoto/home
https://group-buy.jp/solar/kyoto/home
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再エネ導入促進に係る府市施策

京都市住宅⽤太陽光発電・太陽熱利⽤設備等設置補助⾦（京都市）

〇住宅及び地域の集会所に，
太陽光発電システム，蓄電シ
ステム，太陽熱利用システム
を設置される方を対象に，設
置費用の一部を補助します。

〇補助額
・太陽光発電システム

２０万円／件
・蓄電システム（太陽光と同
時設置に限る）

１０万円／件
・太陽熱利用システム（強制
循環型に限る）

１０万円／件

https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000281917.htmlhttps://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000281917.html

https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000281917.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000281917.html


本日のウェビナー内容

39

１．地球温暖化のメカニズムと影響

２．京都府・京都市条例の改正概要

３．建築物に関する条例改正の概要

４．質疑応答


